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◆ 重点分野雇用創造事業の基金を積み増して（23年度補正予算：500億円）拡充し、
「震災対応事業」として、被災した失業者の雇用機会を創出する事業を実施。

◆ 事業概要
○ 都道府県又は市町村による直接雇用又は企業、ＮＰＯ等への委託による雇用。
○ 雇用期間中に、知識・技術を身につけるための研修を行うことが可能。

【事業例】
・ 仮設住宅における高齢者の見守りや配食サービスを行う事業
・ 被災地域の環境美化、まちづくりのための植栽を行う事業
・ 子どもの一時預かりや子育て支援を行う事業
・ 農水産物や観光地のＰＲ事業

◆ 対象者
○ 被災求職者（青森、岩手、宮城、福島、茨城、長野、新潟、栃木及び千葉県の災害救助法適
用地域に所在する事業所に雇用されていた方及び当該地域に居住していた求職者。）

◆ 実施要件
○ 「震災対応事業」で実施する事業は、原則として、被災求職者を雇用。
○ 事業費に占める新規に雇用される被災求職者の人件費割合は１／２以上。

※ 緊急雇用創出事業でも、震災対応事業と同様の取組みが可能。

※ 雇用期間の更新については、被災求職者については、震災対応事業を含む重点分野雇用創造
事業、緊急雇用創出事業ともに複数回更新可とする。

○今般の東日本大震災により、東北地方の沿岸部を中心に、多くの方々がその生活基盤を奪われ、被災地内外での避難生
活を余儀なくされていることから、被災された方々の雇用の場を早急に確保することが重要な課題となっている。

○このため、重点分野雇用創造事業等の雇用創出のための基金事業について、実施要件の緩和と基金の積み増しにより、
被災された方々の雇用機会を創出する事業を実施する。
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